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研究要旨 

新潟県をはじめとする日本海側地域では冬の豪雪のほかに，夏の豪雨，竜巻・突風等の極端気象がた

びたび発生する．例えば，2020/21年冬季，新潟県中越の山沿いや上越の平野部での大雪や，平成 23

年新潟・福島豪雨などが挙げられる．これらは偏西風蛇行や爆弾低気圧，線状降水帯，日本海寒帯気

団収束帯などのマルチ時空間スケールの大気現象が相互作用して発生・発達する．本研究では，昨年

度までに確立した極端気象の指標を活用しながら，近年加速する地球温暖化の影響も考慮し，新潟県

周辺で極端気象を引き起こすマルチスケールの極端気象・気候変動の影響を調査する． 

 

Ａ．研究目的 

本研究では，2020/21 年冬季に発生した大雪を

はじめとする日本海側の極端気象を発現，強化さ

せた要因を明らかにするため，大気循環場の変動

から局所的な循環までのマルチ時空間スケール

な視点から解析する．具体的には，事例解析とし

て，2018 年の新潟と福井の豪雪や 2021 年 1 月の

新潟県上越の大雪を対象に，日本海の海面水温

（SST）の感度や温暖化の影響，大循環場の寄与を

分析する．一方，統計解析としては，冬の嵐をも

たらす爆弾低気圧や新潟周辺の線状降水帯の長

期変化傾向を分析する． 

 

Ｂ．研究方法 

(1)2018 年 1 月と 2021 年 1 月の大雪事例を対象

に，気象モデルを用いた再現実験及び感度実験を

実施し，SST や長期的な気温上昇が大雪影響を分

析する．また，大雪事例における寒冷渦の関連を

調査するため，寒冷渦マップ(指標)を用いる． 

(2)2018年 2月の福井豪雪について，気象庁 55年

長期再解析（JRA-55）（Kobayashi et al. 2015）

と領域メソ解析データを使って,ローカルな大気

場とグローバルな大気大循環場を繋ぐメカニズ

ムを調査する． 

(3) 衛星観測データを同化していない気象庁長

期大気再解析データ JRA-55C（Kobayashi et al. 

2014）を用いて，爆弾低気圧の活動度の長期変化

を調査する．解析期間は 1958 年から 2012 年の

寒候期（10 月～5 月）とする． 

(4)過去約 30年間の解析雨量データを用いて，日

本海沿岸地域における線状降水帯の発生頻度の

変化を調べる．解析雨量は前半と後半で精度が異

なるため，前半と後半に分けて分析する． 

 

Ｃ．研究結果 

C-1 2018年 1月と 2021年 1 月に新潟県で発生し

た大雪 

2018年 1月 11日から 12日かけて，新潟市では

24 時間に 80 センチの降雪深を観測した．この大

雪には日本海寒帯気団収束帯（JPCZ）の直接影響



 

のほか，寒冷渦の存在や，JPCZと北海道西岸の低

気圧との間で生じた下降流に伴う海上での発散

風の寄与が指摘されている．そこで 2km格子の気

象庁非静力学モデル（NHM; Saito et al. 2007）

を用いた再現実験を行い，その影響を調査した． 

再現実験の結果，日本海上には明瞭な大気下層

の下降流と海上での風の発散が計算された．その

発散風が北寄りの弱い季節風と合わさった形で

新潟県に吹き込み，越後平野の摩擦や陸風の影響

で収束が生じ，沿岸平野部で雪雲が発達していた．

一方，日本海の SSTを一様に 4度上昇させた実験

では，JPCZと北海道西岸の低気圧の上昇流は強化

され，日本海中部の下降流も強化された．これに

伴って地上の発散風が強まり，越後平野部での収

束も強まったとみられる．また，強い降雪帯は SST

が高いとより沿岸に移動することもわかった． 

2021 年 1 月に新潟県上越から富山県で発生し

た大雪に関して，昨年度実施した 2020年 12月の

事例同様，これまでの地球温暖化の影響を評価し

た．その結果，温暖化によって JPCZ付近の対流が

強化され，降水量が増加した．また，この事例は

下層の寒気が強かったため，沿岸部でも雨に変わ

ることなく，降雪量の増加につながった． 

C-2 2018年 2月の JPCZ福井豪雪事例 

2018 年 2 月初旬に福井市内で記録的な豪雪が

発生した．この豪雪の背景には JPCZと呼ばれる，

日本海上の風の収束帯が数日程度停滞する現象

が存在していた．2月 5〜7日にかけて福井の西側

で発生した JPCZ 上での活発な対流で活性化され

た積雲が福井市に繰り返し到達することで顕著

な降雪・積雪が発生した．この JPCZ発生の背景に

あった大気大循環場（北半球規模での大気の流れ）

について調査を行った．JRA-55を使って大規模な

寒気の流れ（寒気質量フラックス，Iwasaki et al. 

2014）を調査したところ，通常シベリアからオホ

ーツク海を通過する北太平洋への流れが抑制さ

れ，朝鮮半島から東シナ海へと向かう流れが強く

なっていることがわかった．また，この大規模な

寒気の流れを変調させるのに，東シベリア域での

ブロッキング現象（Yamazaki et al. 2019）が関

係していることがわかった． 

C-3 真冬の北太平洋爆弾低気圧活動の 1980 年代

後半からの急激な活発化 

冬の気象災害要因の一つである爆弾低気圧の

長期変動を JRA-55Cを用いて解析した．局所発達

率 LDR24（Kuwano-Yoshida 2014）と低気圧トラッ

キング（Kuwano-Yoshida et al. 2022）で北太平

洋の爆弾低気圧を抽出したところ， 1月に東シナ

海で発生し，日本南岸を通過しながら急発達する

爆弾低気圧が 1987 年以降に急増していた．1987

年以降は 1986年以前と比べて，南シナ海，東シナ

海，中国南部に吹き込む季節風が弱化し，対流圏

下層が高温湿潤化し，この暖湿偏差の北端で傾圧

帯が強まっていた．ここで発生した低気圧が暖湿

気塊を伴って，凝結加熱によって北太平洋中央部

で急発達していた．一方で日本海を起源とする爆

弾低気圧数は減少していた．この爆弾低気圧活動

の活発化は近年のストームトラックの「真冬の振

幅低下」の弱化（Nakamura et al. 2002）の要因

の一つとなっていることが示唆された． 

C-4 新潟周辺に発生する線状降水帯の経年変化 

1988 年 4 月以降の約 33 年間の解析雨量データ

を用いて，新潟県周辺で発生した線状の降水域を

抽出した結果，8・4水害（1998 年），平成 16年 7

月新潟・福島豪雨，平成 23 年 7月新潟・福島豪

雨を含む 29 事例が抽出された．しかし，2004 年

以降に比べて 2003 年以前に抽出された事例の数

が明らかに少なかった．この原因として，解析雨

量の格子間隔が 2001年に 5kmから 2.5kmに，2006

年に 1kmに変更されたことが影響した可能性が考

えられる．線状の降水域の抽出では Urita et al.

（2011）の手法 IIIに従い，2001年以降のデータ

を 5km格子に変換して用いている． 

この 5km格子解析雨量と新潟地方気象台で観測

された雨量とを比較した結果，観測雨量と解析雨

量の月積算値との間の関係に年代による明確な

違いは見られなかった．また，2003年までの解析

雨量には欠損値が多く含まれているが，この欠損

値が抽出に及ぼす影響は小さいと判断された．  

 

Ｄ．考察 

今回，異なる手法を用いて豪雨や豪雪の事例解

析及び統計解析に取り組んだ．本課題では豪雪に

関しては事例解析にとどまったが，地球温暖化に

伴う降雪の強化や，大気循環場（ブロッキング）

と JPCZとの関係も明らかとなった．今後は，大雪

をもたらす JPCZ の統計解析（経年変化や長期変

化）が必要となってくるだろう． 



 

一方，線状降水帯の抽出に関して，2006年以降

の 5km格子データへの変換では空間平均操作が施

されている．また，近年の方が気象レーダーによ

る 1時間あたりの観測頻度が多い．これらにより

期間前半の解析雨量データは後半のデータに比

べて空間変動が大きく，線状の降水域の分布が分

断されやすくなっている可能性がある．今後は，

解析雨量を空間的に平滑化して降水域を抽出す

ることを検討してゆく． 

 

Ｅ．結論 

本課題では，事例解析及び統計解析により，日

本海沿岸域における豪雨・豪雪をもたらす発生要

因の分析及び長期変化について調査した． 

2018年 1月の新潟の大雪は，日本海中部の下層

発散に伴う北風と陸風・摩擦収束によって降雪雲

が発達することで発生した．また，SST によって

降雪雲の位置が変化することがわかった．同年 2

月の福井の大雪に関しては，数日前から発生した

ブロッキングが JPCZ の発生に影響した可能性が

ある．2021年 1月の大雪については，温暖化によ

り JPCZ が強化され降雪量が増加した可能性が示

唆された． 

1958年以降の長期統計解析から，爆弾低気圧は

1980年代半ばから急増し，その要因として冬季モ

ンスーンの弱化に伴う東シナ海の温暖湿潤化が

影響したことがわかった．一方，1988年から 2020

年において新潟の線状降水帯の発生数を分析し

たところ，期間後半に発生するが増えており，こ

れは前半と後半の解析雨量の精度（空間分解能）

の違いには影響を受けていないことがわかった． 
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